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2J05 ナノテクノロジ 一に係る研究開発基礎 
～実用化の障壁を 乗り越えるために 

0 涼 大周，高田和幸，馬場 恵理 ， 奥谷 英司 (NEDO) 

1. 緒言 

研究開発成果が 産業化するまでには 様々なステージがあ り、 図 1 に示すとおり、 それらの間に 

は 設備、 資金、 競合相手等に 由来する障壁があ る。 まず、 最上流には主に 大学などに よ る知識の 

獲得自体を目的とする 各種基礎研究と、 特定の目的・ 用途を意図した 企業の開発センタ 一等での 

研究開発の間に 存在する有用性の 障壁「魔の川」、 下流域には、 研究開発から 製品の市場投入す 

るまでに存在する 経済性の障壁「 死 

の谷 」などが提唱されている ') 、 ') 。 

本件では、 独立行政法人 新ェ ネルギ 

一 ・産業技術総合開発機構 ( 以下、 

「 NEDC@ 技術開発機構」という。 ) 

が 行 う シーズの掘り 起こしやナノ テ 

クノロジ一に 係るユーザ一企業探索 

の 取組によって 、 各ステージ間の 障   
壁を乗り越える 試みを考察する。 更 

には、 障壁克服の一手段として 創設 

した異業種・ 垂直連携による 新しい   

図 1  事業化までのステージと 障壁 
研究開発制度を 報告する。 ( 出典 : 経済産業省資料より ) 

2. № D0 技術開発機構の 取組 
    

(1) 「産業技術研究助成事業懇話会」 

NRDO 技術開発機構は、 競争的研究資金を 活用して 

国内の大学・ 研究機関等の 若手の研究者や 研究チー 

ムが取り組む 研究開発を対象に 産業技術研究助成 

事業を行っている。 当該事業の研究成果を 更に下流 

へつなげるためには、 成果を挙げた 研究者と成果の 

実用化に関心のあ る企業とのマッチンバの 場を提 

供することが 有効であ ると判断し、 「産業技術研究 

助成事業懇話会」を 創設した。 当該懇話会の 実施ス 

キームを図 2 に示す。 これは①当該制度において 成 

果を挙げた研究者、 ②その成果に 関心を持ち得る 企 

業 関係者、 ③当該技術分野の 有識者、 ④ NRDO 関係者 

が一同に会して①の 研究者が成果発表 20 分程度、 図 

大ギ と 今集のジョイント 

による 実 m 化 Ⅰ文 

帝 た プロジェクトのⅠ 出 

シーズ と ニーズの マ ソチング 
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 産業技術研究助成事業懇話会の 実施スキー 
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質疑応答 20 分程度のプレゼンテーションを 行 う ものであ る。 当該懇話会では、 シーズ と ニーズ 

のマッチンバを 促すだけでなく、 新規のナショナルプロジェクト 型や実用化助成型の 研究開発事 

業の テーマの種を 探索する機会として 捉えられる。 

(2) 「サンプルマッチンバ 事業」 

基盤的、 分野横断的かつ 革新的なナノテクノロジ 一には極めて 幅広い応用の 可能性があ るため、 

プロジェクト 実施者の事業範囲を 超えた実用化のシナリオを 考察することが 必要であ る。 また、 

民間企業からは「技術は 往々にして当初想定した 分野とは異なる 畑で花が咲く」という 意見も寄 

せられている。 3) 

サンプルマッチンバ 事業は 、 " プロジェクト 成果を事業化へっなげるためには、 プロジェクト 

実施者のみならず 広く一般の企業等に 製品化可能性を 評価していただくことが 重要であ びとい 

ぅ 考えに基づき ，プロジェクト 成果として得られたサンプルに 対して製品化のアイディアを 持つ 

プロジェクト 実施者以外の ユーザ 一企業から見極めのため 試験提案を募り、 NEDCM の 審査を通 

過した案件について 試験費用の一部を 補助することに よ り応用可能性を 調査するものであ る。 そ 

の 実施スキームを 図 3 に示す。 
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図 3  サンプルマッチンバ 事業の実施スキーム 

当該事業の具体的内容は、 サンプルの提供・サンプルの 評価・サンプルの 製品化可能性調査と 

し 、 その条件は①プロジェクト 実施者 とユーザ 一企業との間で 秘密保持契約を 締結すること、 ② 

ユーザ 一企業に NEDO 技術開発機構の 他のプロジェクトを 積極的に紹介すること、 ③調査終了 

後もサンプル 提供の成果に 関する連絡を 義務付けること、 とし、 成果報告書のうち ュ 一ザ一企業 

の企業秘密に 類する部分については、 対外厳秘としている。 事業化可能性が 見込まれるものにつ 

いてはプロジェクト 実施者 とユーザ 一企業間の実用化協議を 継続的に実施していく 方針であ る。 

平成 1 6 年 3 月に公募を行ったサンプルマッチンバ 事業では、 プロジェクト 参加企業自社によ 

る 用途 5 3 件に対し、 提供サンプルへのプロジェクト 外 企業による提案件数が 3 2 件寄せられ、 

当該事業への 関心の高さを 示す結果となった。 
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(3) 「ナノテク・ 先端部材実用 ィヒ 研究開発」 
従来の国家プロジェクトでは 一つの技術シーズに 対して一つの 出 ロイメージを 擁して開発を 

行 う ケースが少なくない。 しかし共通基盤的性質を 有するナノテクノロジ 一分野においては 出口 

が多岐にわたるために、 従来の方式では 技術シーズ と ニーズのマッチンバが 極めて困難な 場合が 

多々あ る。 

平成 1 7 年度から開始されたプロジェクトであ るナノテク・ 先端部材実用化開発は、 革新的な 

ナノ材料を活用してデバイス 化開発を行 う ものであ り、 その特徴として 次の 3 つが 挙げられる。 

①ステージ 1 、 ステージⅡのどちらの 応募者においても 当該技術の ユーザ 一企業を含めた 川上か 

ら 川下までの垂直連携、 異業種・ 異 分野連携の研究バループを 構成する。 ②図 4 に示すとおり、 

複数のキーテクノロジーを 用いて新産業創造戦略 蛆 のうち関係する 5 分野に貢献するキ ー デバ イ 

スを 開発 ( 技術 : 出ロ 二 N:N の関係 ) する。 ③図 5 に示すとおり、 先導 導 的研究開発のステージ 

1 (100% 委託 ) と実用化研究開発のステージⅡ (2/3 助成 ) から成り、 ステージ 1 終了後に ステ 

一ジゲ一 ト 方式で半数程度に 絞り込むことによって、 優秀なテーマのみがステージⅡに 進陪 する。 

キーテクノロジー 
新産業 5 分野を支える 
キ 一チバイス開発 回 燃料電池 

ト Ⅰ ゴダ なノアゴロ - チ 
ナノインゴリント 技術等 
ポ トム ア Ⅰ ヲア ゴローチ 
自己 組絹ィヒ ・集積 化 技術 
弗族 成長技術 
- 原子・分子株 作笘 回     
ナノ空門技術等   

テゾキ ￥ ス佗とづ の目打Ⅰ 娃 

図 5  ナノテク・先端部材実用化研究開発の 実施スキーム 

第 1 回公募は 3 月 2 5 日に締め切り、 54 件の応募に対して、 目的が絞られており 産業への 波 

 
 の

 一
丁
「
 

ロ
 ス
 

出
 
ス
ァ
ー
 

ジ
 
ゲ
ー
ト
 

術
 
技
 

 
 

独
創
的
な
提
案
を
公
募
 

  

ナ
ノ
テ
ク
製
 口
 叩
の
早
期
実
用
化
 

一 731 一 



及 効果が高いと 予想、 される 6 件が採択された。 更に応募者の 利便性を考慮して 9 月 1 2 日締め切 

りとして第 2 回目の公募を 行い、 6 1 件の応募に対して 現在採択審査を 行っているところであ る。 

3. 考察 

我が国産業技術政策の 中核的実施機関として 実用 ィヒ を見据えた公的研究開発を 推進する NED0 
技術開発機構は、 研究開発から 事業化までの 様々な障壁を 克服するための 取組を行っている。 図 

6 には、 各障壁に対する NEDO 技術開発機構の 取組を模式的に 示した。 産業技術研究助成事業 懇 

話 会は、 今後更に積極的な 広報活動等を 展開して参加企業等を 増やし、 基礎研究として 発掘した 

技術シーズを 企業等の応用研究へっなげる「魔の 川」を克服する 取組として推進する 必要があ ろ 

ぅ 。 また、 共通基盤的性質を 有するナノテクノロジ 一においては 従来の研究組織を 超えた新たな 

事業化用途を 模索することが 重要であ り、 サンプルマッチンバ 事業により ユーザ 一企業を探索す 

ることで「死の 谷」を克服することが 可能であ ると考える。 更に、 今年度新規に 開始されたナノ 

テク・先端部材実用化開発プロジェクトは 革新的なナノ 材料を活用してデバイス 化開発を行う ち 

のであ り、 事業化を目指して 当該技術に関する ユーザ 一企業を含めた 川上から川下までの 垂直連 

携、 異業種・ 異 分野連携の研究バループで 体制を構成することで「魔の 川」と「死の 谷」を克服 
して技術シーズを 有効に産業化させることを 目指している。 更にはステージ 間に設けたゲートに 

よる絞込みで 効率的な原資の 運用による最大成果の 創出を図るものとしている。 

こうした取組を 更に有機的に 組み合わせていくことにより、 実用 ィト を見据えた公的研究開発を 

更に効率的に 運営していくことが 可能となるであ ろう。 

産業 成事業 技布 研究助 橿 詩会サンフルマッチンバ 事業 

ナノ テタ ・ナナ棚田 才 実用 ィヒ商 南菜 

図 6  障壁に対する NEDCM 技術開発機構の 取組 
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